
様式第１号の２（第３条関係）                  世 帯 状 況 確 認 書 
 

申

請

者

記

入 

世 帯 の 状 況 

氏名 
生年月日 

（満年齢） 
続柄 就労または就学(修学)の状況 

収入状況 

給与収入 事業収入 年金収入 その他の収入 社会保険料控除額 

①  .  .  

（    歳） 
本人  円 円 円 円 円 

②  .  .  

（    歳） 

  
円 円 円 円 円 

③  .  .  

（    歳） 

  
円 円 円 円 円 

④  .  .  

（    歳） 

  
円 円 円 円 円 

⑤  .  .  

（    歳） 

  
円 円 円 円 円 

⑥  .  .  

（    歳） 

  
円 円 円 円 円 

⑦  .  .  

（    歳） 

  
円 円 円 円 円 

⑧  .  .  

（    歳） 

  
円 円 円 円 円 

特

記

事

項 

種別 対象人数等 そ

の

他 

種別 状況 

母子父子世帯 ※   該当   ・   非該当 小中学生の人数 小学生   名・中学生   名 

障害者 人 住宅の状況 

（賃貸のみ） 

※ 借家  ・ 借間  ・  借地 

賃料月額             円 15歳未満の人数 人 

注
意
事
項 

１ ※印欄は、該当項目を○で囲んでください。 

２ 申請時点における世帯の状況を記入してください。 

３ 「就労または就学(修学)の状況」欄は就労している場合は「就労」と、就労していない場合は「非就労」と、就学（修学）している場合は学校種（幼稚園、小学校、中学校、大学等（ただ

し、申請者本人その他の高等学校等生徒については学校名（○○高等学校等））を記入してください。 

４ 収入の状況の金額欄は、申請をしようとする年の前年の額を記入してください。ただし、条例第２条第３号ウに規定する申請しようとする年の世帯の収入の年額の見込額が生活保護

法第８条第１項の規定により測定したその世帯の需要の年額の1.7倍以下である世帯であることを理由として申請する場合には、申請しようとする年の額を併記してください。 

５ ９人以上の家族で本様式に世帯の全員を書ききれない場合は、本様式を複数枚用い、書ききれない箇所のみ２枚目以降に記入してください。 

６ 用紙の大きさは、日本産業規格Ａ列４番とします。 


